
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

道路計画課長
小林　徹雄

100.00

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100.00

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100.00

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

道路計画課長
小林　徹雄

100.00

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 98.96

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ □ ■ ■ その他（　新座市　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

85.10

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

道路計画課長
小林　徹雄

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

86.02

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

道路計画課長
小林　徹雄

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　負担金　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

194,974 #DIV/0!

説明：既に完了事業のため、特に改善の
余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
路線のうち約863ｍ区間を「新みちづ
くり・まちづくりパートナー事業」と
して都と市で協定を締結し、進めてい
た事業である。
平成27年度末に完成、交通開放となっ
た。

事業
内容
・

活動
手段 0 74,890 9,844 1,395

達成度 　

説明：26年度、27年度ともに用地取得面
積の実績が「0」だったため。

施策番号・名 07 道路の整備生活の快適性を支えるまちづくり

単位当たり
コスト

07-01

1,727218,739

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

広域的なネットワークの形成
が可能となり、都市間の連
絡、近隣市や最寄駅までのア
クセスが容易になる。

小平市 東村山市

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

都市計画法・道路法 0 193,563 106,691 47,000 39,872 1,411

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

住みやすさを感じるまち

226,218 133,315 43,000 47,669

359,642 228,350 65,400 70,799

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

道路利用者

用地取得
面積(㎡)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

清瀬市 西東京市

132 157,945 96,303 52,000 9,642 1,445 159,390

都との協定受託事業「新みち
づくり・まちづくりパート
ナー事業」による市内の骨格
道路整備の事業。上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

84,734 86,129

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 道路利用者

用地取得
面積(㎡)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

広域的なネットワークの形成
が可能となり、駅東口周辺の
活性化や東部地域の総合的な
まちづくり、更には市域北東
部の雨水冠水対策を可能とす
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

外部評価

29年度の方向性

3,262 453,464 462,247

効率性 1 達成度 　

説明：26年度と比べ、27年度の用地取得
面積が少なくなったため。

1,836 724,191

1,207,500

用地取得
進捗率
(％)

#DIV/0!

効率性 3

現状維持

都市計画法・道路法 119 93,060 26,620 12,290 6,500 47,650 3,300 96,360 809,748

説明：駅東口周辺の活性化や東部地域の
総合的な街づくり、更には市域北東部地
域の雨水冠水対策等にも寄与することか
ら、業務フローの改善及び制度改正の余
地はない。

総合評価（課題・方向性）：
事業効果は、既に事業中の新座都市計
画道路3・4・8号線と広域的なネット
ワークの形成、駅東口周辺の活性化や
東部地域の総合的な街づくり、更には
市域北東部地域の雨水冠水対策等も併
せて実施できることから、整備効果は
極めて高い。
早期完成に向けて、道路整備工事に鋭
意取り組んでいく。

事業
内容
・

活動
手段

都市計画法に基づく事業認可
を受けた街路事業として、社
会資本整備総合交付金等の補
助金を活用しながら、早期完
成を目指した事業展開を図っ
ていく。

用地取得
進捗率
(％)

3,380 727,571 396,281
財政健全経営計画

実行プラン
対象

981 450,202

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 道路利用者

用地取得
面積(㎡)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある

目的
・

意図

広域的なネットワークの形成
が可能となり、都市間の連
絡、近隣市や最寄駅までのア
クセスが容易になる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1,319 220,466 2,113
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

　

横出し

774 188,927 186,480 2,447 2,039 190,966 246,726

効率性 3

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

都市計画法・道路法 0 10,000 9,912 88 2,062 12,062 #DIV/0!

説明：都と市で協定を締結し進めている
事業であるため、業務フローの改善及び
制度改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
路線のうち、約290ｍの区間を「新み
ちづくり・まちづくりパートナー事
業」として、都と市で協定を締結し、
進めている事業である。完成後は、東
村山市域（特に久米川駅へのアクセ
ス）とのネットワーク化が図れること
や柳窪地域の総合的な街づくり、防災
機能の向上等が図れることから整備効
果は極めて高い。
早期完成に向けて、道路整備工事に鋭
意取り組んでいく。

事業
内容
・

活動
手段

都との協定受託事業「新みち
づくり・まちづくりパート
ナー事業」による市の骨格道
路整備の事業。 用地取得

進捗率
(％)

該当

上乗せ 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：27年度の用地取得面積の実績が
「0」だったため。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

222,579 168,748

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：大会等への参加回数、トータルコ
ストともに前年度と大きく変化がなかっ
たため。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

広域的なネットワークの形成
により、都市間の連絡、近隣
市や最寄駅までのアクセスが
容易になる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

5 128

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

都市計画法・道路法 5 129 129 83 212 42,400

説明：道路整備促進のための都道府県､地
方公共団体等で組織される協議会である
ことから、業務フローの改善及び制度改
正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
道路整備促進のための協議会参加事業
は、計画的な道路整備を進めるため
に、関係する自治体と連携して、大会
の開催､国会議員､関係省庁への要請等
を行い、道路整備促進に必要な安定し
た道路財源を確保することは重要であ
る。
引続き参画し、要望等、活動を引き続
き行い、道路整備促進に必要な安定し
た道路財源の確保を図っていく。

事業
内容
・

活動
手段

都道府県､地方公共団体等で
組織される協議会で、道路整
備の促進､地方の道路財源の
確保のため、大会の開催､国
会議員､関係省庁への要請活
動等を行う｡ 5 128

3効率性

128

85 213 42,600
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

128

82 210 42,000

07-01-01

道路計画課
道路交通計画係

東3･4･19号線整備
事業

東3・4・5号線整備
事業

道路整備促進のた
めの協議会参加事
業

07-01-04

道路計画課
道路交通計画係

07-01-03

道路計画課
道路交通計画係

07-01-02

道路計画課
道路交通計画係

東3･4･20号線整備
事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 道路利用者

大会等へ
の参加回
数(回)

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 07 道路の整備生活の快適性を支えるまちづくり

単位当たり
コスト

07-01

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

住みやすさを感じるまち

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

道路計画課長
小林　徹雄

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　負担金　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

1

道路計画課長
小林　徹雄

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

道路計画課長
小林　徹雄

45

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 45

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

35

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

8.00

管理課長
古澤　毅彦

9.71

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 8.53

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

8.41

上乗せ 横出し

2

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

東京地区用地対策連絡協議会規約 2 14 14 165 179 89,500

説明：適正かつ円滑な用地事務の推進の
ために設置されている事業であることか
ら、業務フローの改善及び制度改正の余
地はない。

総合評価（課題・方向性）：
東京都、区市町村、東京都及び区市町
村の設立にかかる公社及び関東地区用
地対策連絡協議会加盟の私鉄、電力会
社等、趣旨に賛同する団体で構成され
ており、公共用地の取得に関し、相互
に連絡調整をはかり、適正かつ円滑な
事務の推進をはかることを目的として
おり、妥当である。
適正かつ円滑な用地事務の推進のため
に設置されている事業であるため、今
後も現状を維持しつつ、用地関係事務
の情報交換及び連絡調整を行い、その
成果を用地取得事務に反映させてい
く。

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
公共用地取得事務に携わる
人。

研修会等
の回数
(回)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

14 169

業務フローに改
善の余地がある

廃止予定
の有無

14 164 178 89,000

効率性

該当

当該年度
に整備が
完了した
件数(件)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

0

3 達成度 　

説明：研修会等の回数、トータルコスト
ともに前年度と大きく変化がなかったた
め。

183 91,500

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

収用事業にかかわる地権者に
対するメリットの拡大。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1,468

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

道路整備計画 0 0 1,485 1,485 #DIV/0!

説明：都市計画マスタープランに掲げて
いる補助幹線道路・主要生活道路を中心
に作成した五箇年道路整備計画（Ｈ28～
Ｈ32）に基づき整備を行うことから、業
務フローの改善及び制度改正の余地はな
い。

総合評価（課題・方向性）：
道路法及び交通安全対策基本法では、
道路管理者である市が安全かつ円滑な
交通を確保するよう規定されている。
都市計画マスタープランに掲げている
補助幹線道路・主要生活道路を中心に
作成した五箇年道路整備計画（Ｈ28～
Ｈ32）に基づき整備を行っていく。

事業
内容
・

活動
手段

補助幹線道路、主要生活道
路、危険箇所(交通ボトル
ネック等)の整備計画及び拡
幅要望の市民との話し合い。

自主的
(条例・規則等)

1,468

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

#DIV/0!

効率性 3

3

行政
補完的

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：25年度～27年度にかけて、整備に
着手した実績が「0」のため。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

安全性、快適性が向上した生
活道路を利用できる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0 0 1,521 1,521 #DIV/0!

76,377 22,000

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

道路整備計画 0 15,535 2,721 12,814 3,403 18,938 #DIV/0!

説明：都市計画マスタープランに掲げて
いる補助幹線道路・主要生活道路を中心
に作成した五箇年道路整備計画（Ｈ28～
Ｈ32）に基づき整備を行うことから、業
務フローの改善及び制度改正の余地はな
い。

総合評価（課題・方向性）：
五箇年道路整備計画（Ｈ23～Ｈ27）に
基づき事業を進めている路線であり、
平成25年度から用地買収を開始し、平
成26年度には一部の用地管理工事を実
施している。
引き続き、新たな五箇年道路整備計画
（Ｈ28～Ｈ32）に基づき、用地取得を
進め、鋭意整備を進めていく。

事業
内容
・

活動
手段

道路線形決定、内部調整、地
権者交渉

用地取得
率(％)

3,364 126,682 1,735,370

達成度効率性 　

廃止予定
の有無

説明：27年度の用地取得面積の実績が
「0」のため。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

安全性、快適性が向上した生
活道路を利用できる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

245 105,218 3,486 108,704 443,690
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

20,000 35,18868,130

上乗せ 横出し

73

6,841

07-01-07

道路計画課
道路交通計画係

市道207号線改修事
業

市道道路整備計画
事業

07-01-06

道路計画課
道路交通計画係

07-01-05

道路計画課
用地係

東京都地区用対連
参画事務

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

123,318

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

用地取得
面積(㎡)

根拠
法令
等

根拠
法令
等

14

地域住民

終期

対象 地域住民

当該年度
に整備に
着手した
件数(件) 0

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

2 14

用地取得に対しての問題点及
び収用事業として、税の減免
の拡大等を東京地区用対連と
してまとめ、上部団体である
全国用対連に意見、具申す
る。

17,132

説明：
＜業務フローの改善の余地について＞
　道路パトロール業務等の一部委託を実
施しているため、業務フローの改正余地
はない。
＜制度改正の余地について＞
　道路法に基づき実施しているため制度
改正の余地はない。

7,146 19,793 26,939 110,406

96,220

目的
・

意図

道路等の安全性の確保図る。

10,124 16,467244 10,124

パトロー
ルを実施
した日数
（日）

総合評価（課題・方向性）：
　市道を安全、快適な状態に保つこと
は道路管理者（市）の責務であり、道
路利用者の不安を取り除き、常に安
全・快適に利用できるようにすること
は必要不可欠である。事業

内容
・

活動
手段

道路及び道路付属施設の機能
を常時良好な状態に保つた
め、修繕や改修の必要箇所を
把握し、道路の安全確保を図
るため、道路パトロールを実
施した。 道路1km当

りの事故
発生件数
(件)

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

245 6,442

244 7,146

23,574

効率性 4 達成度 　

説明：
　事業費・人件費が前年比抑えられてい
るため。

対象

市道（認定、認定外道路）

26,591 108,980

業務フローに改
善の余地がある

6,442

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

清瀬市 西東京市

07-01-08

管理課
道路・河川施設担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

道路管理事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

(国）道路法第16条

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

終期

小平市 東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 07 道路の整備生活の快適性を支えるまちづくり

単位当たり
コスト

07-01

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

住みやすさを感じるまち

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

74

管理課長
古澤　毅彦

64

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 72

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

76

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

6

管理課長
古澤　毅彦

6

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 7

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

管理課長
古澤　毅彦

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

終期

対象
　市道、水路の官民境界及び
境界確認を申請する市民

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
　認定を必要とする道路及び
宅地開発等により築造された
道路

外部評価

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

東村山市

政策的

制度改正の
余地がある 　

西東京市

76 15,797 15,797 26,770

上乗せ
申請処理
件数(件)

10,660

横出し

72

小平市 東村山市 清瀬市

07-01-09

管理課
管財担当

道路・水路境界立
会事務

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

37,430

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

519,861

該当

上乗せ 横出し

7 492 492

認定・廃
止に関す
る事務処
理件数
(件)

10,660
境界確定
件数(件)

給付
事業

405

42,567 560,092

29年度の方向性 現状維持

（国）国有財産法第9条第3項、第31条の3第1項 64 9,668 9,668 26,106 35,774 558,969

説明：国有財産法第9条第3項、第31条の3
第1項により業務フロー及び制度改正の余
地はない。

総合評価（課題・方向性）：道路・水
路境界立会事務は、国有財産法第9条
第4項による法定受託事務であり、行
政財産を管理する上で、必要不可欠の
事務処理である。当該管理者及び申請
者による場合となるが、事業費・人件
費の削減は困難である。よって、29年
度以降も現状維持で継続する必要があ
る。

事業
内容
・

活動
手段

官民境界の立会

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：効率性、達成度ともに問題はな
い。

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

業務フローに改
善の余地がある 　

26,770

財政健全経営計画
実行プラン

効率性 3

行政
補完的

29年度の方向性 現状維持

（国）道路法第8条、第10条 6 499 499 2,937 3,436 572,667

説明：道路法第8条、第10条による道路管
理者の実務であり業務フロー及び制度改
正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：「道路
法」及び「東久留米市道路線の認定、
廃止、変更並びに道路の区域変更に関
する取扱規定」に基づき、路線を特定
する行為であり、法律上の効果とし
て、認定等の行為により当該路線を建
設、管理する義務を負うことになる道
路管理行為に先立つ根本的な行為とな
る。また、道路の廃止行為は、当該路
線に係る道路の機能が失われ、当該道
路を一般交通の用に供する必要がなく
なり、法第92条の規定により処分でき
るものである。これらの行為について
は、29年度以降も現状維持で継続する
必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

　道路の認定及び廃止

認定・廃
止議決件
数 (件)

効率性 5

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
　行政財産の管理

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：効率性、達成度ともに問題はな
い。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

　市道の認定、廃止を行うこ
とにより、計画に基づく管理
及び不要物件の処理が可能と
なる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

2 405

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　
対象

6,084

2,879,500
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

5,354 5,846 835,143

07-01-10

管理課
管財担当

市道認定・廃止事
務

590,000

07-01-11

管理課
管財担当

道路台帳補正事業

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

34

根拠
法令
等

政策的

終期

対象 　認定道路

行政
補完的

達成度

5,354 5,759

説明：効率性、達成度ともに問題はな
い。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

　市道の整備状況の把握及び
地方交付税等の基礎資料

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

35 13,461

13,976 6,084 20,060

　道路台帳の補正及び更新

13,976

効率性 5

19,54513,461

道路台帳
補正件数
(件)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

558,429
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

　29年度の方向性 現状維持

（国）道路法第28条 50 17,325 17,325 2,856 20,181 403,620

説明：道路法第28条による道路管理者の
実務であり、業務フロー及び制度改正の
余地はない。

総合評価（課題・方向性）：道路台帳
の補正事務は、道路法第28条の規定に
より道路管理者が実施する事務である
と共に、地方交付税の算定基礎として
使用されるなど、道路管理上も市町村
の財政運営上も非常に重要な作業であ
る。従って、29年度以降も現状維持し
継続する必要がある事務である。

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

　

07-01-12

管理課
道路・河川施設担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

2,190 2,719

286 2,352 2,638 26,646
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

99 286

道路不法投棄処理
事業

行政
補完的

政策的

上乗せ

廃止予定
の有無

小平市

550 1,387

総合評価：（課題）不法投棄者のモラ
ル向上が課題である。
（方向性）道路の安全を確保するため
に、今後も継続した通報への対応及び
パトロールが必要である。

事業
内容
・

活動
手段

市民通報、道路パトロールに
より、不法投棄されたゴミを
発見し、不法投棄書を確認の
うえ、投棄者不明の物は張り
紙による警告を行って、一定
期間後、市職員が回収しその
後、処理業者に引き渡す。

不法投棄
処理件数/
不法投棄
物件数
（％）

努力義務的
(法律・政令等) 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

81 550

58 529

1,937 23,914

効率性 5

 (改正実施年度　　年度)

横出し

指定
管理

補助
金

清瀬市 西東京市

業務フローに改
善の余地がある

説明：（業務フローの改善）不法投棄物
を適切に処理できている。
（制度改正）道路法に基づき実施してい
るため。

給付
事業

該当

（国）道路法第16条

終期

対象

市道上の不要投棄者
市道上の不法投棄物

不法投棄
処理件数
(件) 46,879

目的
・

意図

不法投棄者に回収させる。不
法投棄者が不明の場合、市で
迅速に回収処分する。

説明：不法投棄物への適切な処理が実施
されている。

達成度 　
529

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 07 道路の整備生活の快適性を支えるまちづくり

単位当たり
コスト

07-01

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

住みやすさを感じるまち

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

8.00

管理課長
古澤　毅彦

9.71

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 8.53

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

8.41

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

5

管理課長
古澤　毅彦

5

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 4

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

4

管理課長
古澤　毅彦

4

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 4

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

4

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

5

管理課長
古澤　毅彦

5

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 5

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

5

全部
委託

小平市

07-01-14

管理課
管財担当

法定外公共物特定
調査事業

296,075 936,946316

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
東村山市 清瀬市 西東京市

2

根拠
法令
等

 (改正実施年度　　年度)

終期

対象

市道（認定、認定外道路）

286

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

(国）国有財産特別法第5条　　（市）東久留米市公共物管理条例 5 3,100 3,100 4,487 7,587 1,517,400

説明：業務フロー及び制度改正について
は、国からの指導方針もあり、改善の余
地はない。

総合評価（課題・方向性）：地方分権
一括法により法定外公共物は財産及び
機能の管理が国から市町村に譲与さ
れ、東久留米市公共物管理条例により
管理を行っている。機能が廃滅した法
定外公共物は、用途廃止を行うことに
より普通財産とし、不動産の適切な維
持管理費の低減と歳入の確保を図るう
えで、必要な業務と考えている。した
がって、２９年度以降も現状維持とし
継続する必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

法定外公共物の機能状況を確
認し、不要となる箇所の用途
廃止を行う。 法定外公

共物の売
払い件数
（箇所）

5,273

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：効率性、達成度ともの問題はな
い。

地方分権一括法により管理、
財産の管理を市町村が担うこ
とを受け、適切な管理をおこ
なうとともに、不要とする不
動産の払下げにより経費の節
減と歳入の確保を図る。

960 5,279

9,261 2,315,250

効率性

業務フローに改
善の余地がある

5上乗せ 横出し

4 3,988

6,239 3,119,500
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
法定外公共物（水路、里道
等）

法定外公
共物の用
途廃止数
(箇所)

行政
補完的

政策的

　

給付
事業

該当

 直営
（委託無）

　制度改正の
余地がある 　

07-01-13

管理課
道路・河川施設担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

道路維持事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ 横出し

清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

244,625
説明：
 道路維持管理に掛る工事、修繕等をより
効率的に行うために、１件当りの規模
（金額）が大きくなっているため（効果
は大きくなっている）

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

154,038 11,762 256,387 896,458

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

道路等の安全性の確保図る。

小平市 東村山市

事業
内容
・

活動
手段

道路舗装補修、側溝修繕等を
含めた道路及び道路付属施設
の維持管理を実施した。

効率性 1 達成度 　

11,762

道路の安
全確保の
ための工
事・修繕
件数(件)

給付
事業

該当

(国）道路法第16条

廃止予定
の有無

1,516,750

284,313 232,484 51,829

3,988

960

29年度の方向性 現状維持

260 323,271 28,633 49,490 335,100 1,288,846

業務フローに改
善の余地がある

245,148 11,829

説明：
＜業務フローの改善の余地について＞
　道路に関する様々な市民要望に対応す
る必要があるため。
　＜制度改正の余地について＞
　道路法に基づき実施しているため

総合評価（課題・方向性）：
　市道利用者が安全に通行するために
必要な事務事業である。また、計画的
かつ効率的に補修を実施するために
「道路舗装補修工事５ヶ年計画」の推
進を図っていく。

道路1km当
りの事故
発生件数
(件)

2,200 88,387

29年度の方向性 現状維持

4 5,346 6,162 1,540,500

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

サイクリング道路利用者が、
安全で緑に親しみやすい水辺
環境の形成維持を図る。

西東京市

外部評価

総合評価（課題・方向性）：
　市民等の利用者が、サイクリング道
路を快適・安全に利用するためには、
定期的な清掃・除草等が必要であり、
存続が必要な事業である。

事業
内容
・

活動
手段

サイクリング道路における清
掃、植栽剪定、除草、害虫駆
除、植栽、施設補修を実施し
た

除草、剪
定回数
（実施）
(回)

4 5,256

効率性 3 達成度 　

終期

対象
黒目川と落合川のサイクリン
グ道路の利用者

除草、剪
定回数
（予定）
(回)

業務フローに改
善の余地がある

5,346 816

説明：
＜業務フローの改善の余地について＞
　現状の業務の流れで問題が無いため。
　＜制度改正の余地について＞
　現状の制度で運用に問題が無いため。

給付
事業

該当

(国）道路法第16条

廃止予定
の有無

説明：
　昨年度から、活動回数及びコストに大
きな変動が無いため。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

5,256 811 6,067

　制度改正の
余地がある 　

4,720 811 5,531 1,382,7504 4,720

小平市 東村山市 清瀬市

07-01-15

管理課
道路・河川施設担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

サイクリング道路
維持管理事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象

小平市 東村山市 清瀬市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ

6,432 1,622 8,054

07-01-16

管理課
道路・河川施設担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

滝山地区遊歩道維
持事業

5,662 1,622 7,284 1,456,800
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

5 5,662

1,610,800

指定
管理

終期

対象 遊歩道の利用者

除草、剪
定の回数
（予定）
(回)

29年度の方向性 現状維持

5 5,891 7,523 1,504,600

補助
金

目的
・

意図

遊歩道利用者に安全で、緑に
親しみやすい遊歩道環境の形
成維持を図る。

西東京市

総合評価（課題・方向性）：
　遊歩道利用者が、安全・快適に遊歩
道を利用できるよう、清掃・除草・剪
定等を定期的に実施する必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

滝山地区の遊歩道の清掃、植
栽剪定、除草、害虫駆除、植
栽、施設補修を実施した。

業務フローに改
善の余地がある

5,891 1,632

説明：
＜業務フローの改善の余地について＞
　現状の業務の流れで問題が無い。
　＜制度改正の余地について＞
　現状の制度で運用に問題が無い。

給付
事業

該当

(国）道路法第16条

廃止予定
の有無

説明：
　昨年度から、活動回数及びコストに大
きな変動は生じていないため、効率的な
業務が実施されている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

　制度改正の
余地がある 　

横出し 除草、剪
定の回数
（実施）
(回)

5 6,432

効率性 3 達成度 　

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 07 道路の整備生活の快適性を支えるまちづくり

単位当たり
コスト

07-01

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

住みやすさを感じるまち

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成27年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

管理課長
古澤　毅彦

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

施設建設課長
吉川　雅継

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　賃貸借　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

07-01-17

管理課
道路・河川施設担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

62,962

総合評価：駅施設の包括的外部委託に
ついて、鉄道事業者と協議を重ねてき
たが、難しい結果となった。今後、駅
施設の有料広告物掲載について、鉄道
事業者及び鉄道事業者に加盟する広告
取扱代理店と協議を行い、有料広告物
掲載による駅施設の維持管理の財源確
保を目指していく。

清掃した
結果、安
全、快適
な施設の
提供を図
れた割合
（％）

365

目的
・

意図 23,174 63,491

127,373

29年度の方向性 現状維持

365

365 20,061

効率性 1 達成度 　

43,554 46,4912,937

駅施設の安全、快適な施設の
提供を図る。

対象

対象 外部評価

業務フローに改
善の余地がある

給付
事業

該当

廃止予定
の有無

説明：屋根部分の大規模改修工事を実施
したため、事業費の増額が生じている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

20,061 2,920 22,981

説明：（業務フローの改善）
（制度改正）現状の制度で、運用に問題
がないため。

財政健全経営計画
実行プラン

外部評価

　制度改正の
余地がある 　

20,254 2,920

事業
内容
・

活動
手段

駅施設の清掃、保守点検、植
栽管理、噴水管理、施設補修
を実施した。

20,254

駅施設維持管理事
業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ 横出し

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

終期

対象

駅施設の利用者

清掃実施
日数
（日）

43,554

指定
管理

補助
金

(国）道路法第16条
東久留米駅西口階段及び付属施設の日常管理に関する覚書（西武鉄道）

総合評価（課題・方向性）：
評価：道路法第32条により権能的事務
であり、継続すべき事業である。
方向性：道路占用料は、固定資産税評
価額を用いて算出しており、評価額の
見直し後に、占用料の改正を行う。
(平成31年度実施予定)

事業
内容
・

活動
手段

条例に基づく道路占用許可

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

747 0

750 0

1,386 1,855

効率性 5 達成度

業務フローに改
善の余地がある

1,386

説明：
道路法第２４条、３２条による道路管理
者が行う事務であり、フロー及び制度改
正の余地はない。

説明：
定例的な業務であり、人件費を削減した
ことにより、効率性の効果を図った。

　

給付
事業

該当

（国）道路法第32条

占用許可
件数(件)

廃止予定
の有無

9,951

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

・市が管理する道路を原状に
復旧させることにより、安全
で快適に維持する。
・道路占用による受益者負担
を確実に徴収する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

7,574

終期
市道（認定・認定外道路）の
占用者

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

7,463 7,463

6,264 6,264
財政健全経営計画

実行プラン

2,596 25,491

827 0

　

給付
事業

該当

（国）道路法第16条

廃止予定
の有無

23,328 2,61123,328

終期

対象

市道の植栽

清掃植栽
剪定実施
回数
（回）

目的
・

意図

道路における緑を植栽管理す
ることにより道路の景観形成
の向上を図る。

4 22,895

東村山市 清瀬市 西東京市

07-01-18

管理課
道路・河川施設担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

道路占用許可事務

行政
補完的

政策的 (改正実施年度28年度)

上乗せ 横出し

対象

現状維持

4

4 23,523

6,484,250

効率性 3 達成度 　

説明：定期的に清掃、除草、剪定が行わ
れているため、効率性に問題はない。

説明：（業務フローの改善）道路の景観
形成の向上が図れているため。
（制度改正）道路法に基づき実施してい
るため。

業務フローに改
善の余地がある

6,529,750

22,895

制度改正の
余地がある 　

25,939

23,523 2,596

29年度の方向性

07-01-19

管理課
道路・河川施設担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

道路植栽管理事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市

6,372,750

26,119

総合評価：市道を利用する市民が、安
心して利用できると共に安らぎと潤い
を感じてもらうため、定期的な清掃、
除草、剪定を行い、倒木等の恐れがあ
る樹木を的確に把握　する必要があ
る。事業

内容
・

活動
手段

植樹帯清掃、街路樹害虫駆
除、街路樹剪定、街路樹の植
栽を実施する。

実施した
結果、道
路の景観
形成の向
上が図れ
た割合
（％）

38,313 41,418 1,593,000

51,097 1,459,914

上乗せ

建設（土
木）設計
委託及び
工事発注

件数
(件)

政策的
事業
内容
・

活動
手段

　建設（土木）設計委託及び
工事を実施するにあたり、導
入されている土木積算システ
ムより、各施工条件を入力す
ることによって予定価格を算
出している。

該当

清瀬市

48,509
財政健全経営計画

実行プラン

3,105

西東京市

29 2,109

47,350

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

品確法、建設局土木積算システム（DOS/V版）　電子データ等の利用許諾契約書　等

 直営
（委託無）

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

　建設（土木）設計委託及び
工事の予定価格算出の適正か
つ円滑な執行の確保

指定
管理

補助
金

07-01-20

施設建設課
工事係 根拠

法令
等

工事設計・積算シ
ステム事務事業

対象 外部評価

目的
・

意図
小平市

全部
委託

一部
委託

行政
補完的

横出し

35 3,747

終期

対象
　建設（土木）設計委託
　及び工事

自主的
(条例・規則等)

26 3,105

3,747

東村山市

2,109

説明：本事務は設計・積算システムを使
用し、常に最新の単価を採用しながら予
定価格を算出しており、既に本事務の効
率化が図られていることより、改善の余
地はない。

50,618 1,745,448

総合評価（課題・方向性）：
本事務は、従来より市職員（土木技
術）により実施している。しかし、今
後、発注体制維持において行政ニーズ
の多様化による事業量が増加が続いて
いく場合には、体制の拡大もしくは一
部外部委託等の検討が必要と考えられ
る。

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

業務フローに改
善の余地がある

効率性 3 達成度 　

説明：設計委託及び工事発注件数の増加
に応じて、トータルコストも増加したた
め。

廃止予定
の有無

東久留米市


